






































されている (e.g., Greenhaus and Powell, 2006
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Nonaka and Takeuchi (1995) によれば,




情報と異なるとされる｡ 加えて, 知識は, 言葉
や文章で表すことが難しい文脈に依存した ｢暗
黙知｣ と, 言葉や文章で表現できる客観的で理
性的な ｢形式知｣ に分けられる (Nonaka and
Takeuchi, 1995)｡ 具体的には暗黙知として信




















る (e.g., 稲葉, 2007；Putnam, 2000)｡ Put-
nam (2000) はソーシャル・キャピタルの概
念を, 内向きの密接な関係を強化して同質性を





















































張も見られる (e.g., Greenhaus and Powell,










るといった報告 (佐藤・武石, 2008) とともに,
個人の子育ての経験が仕事における責任感や冷
静さ, 視野の拡大などにプラスの影響を与える














































































































し, 最終的に回答があった 2,000 人分のデータ
を分析に用いる｡ 回答者の内訳を表 1に示すが,







2)｡ 各質問の選択肢は ｢そう思う｣ から ｢そう
思わない｣ の 5段階であり, それらを 5点から
1 点で得点化する｡ 個人のネットワークについ
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業種 人数 ％ 職種 人数 ％
製造業 (企業向け) 592 29.6 営業・販売 404 20.2
製造業 (消費者向け) 306 15.3 研究・開発・技術 847 42.4
卸売業 (企業向け) 59 3.0 総務・人事 74 3.7
卸売業 (消費者向け) 23 1.2 財務・経理 28 1.4
卸売業 (総合商社・各種商品) 47 2.4 企画・マーケティング 139 7.0
小売業 72 3.6 広告・デザイン 34 1.7
ソフトウェア・情報処理業 328 16.4 事務職 92 4.6
サービス業 (企業向け) 182 9.1 管理職 245 12.3
サービス業 (消費者向け) 210 10.5 会社経営・役員 53 2.7
その他 181 9.1 その他 84 4.2
従業員数 勤続年数
10～49 人 274 13.7 1 年未満 64 3.2
50～99 人 173 8.7 1 年～3年未満 178 8.9
100～299 人 308 15.4 3 年～5年未満 203 10.2
300～999 人 334 16.7 5 年～10 年未満 381 19.1
1,000～4,999 人 436 21.8 10 年～15 年未満 382 19.1
5,000～9,999 人 180 9.0 15 年以上 792 39.6
1 万人以上 295 14.8 性別
年齢 男性 1789 89.5
20 代 178 8.9 女性 211 10.6
30 代 782 39.1
40 代 787 39.4








































が抽出された (表 3)｡ 得られた因子に従って
尺度を構成した場合の信頼性を検証したが, い
ずれの尺度も高い信頼性が確認されたことから
(表 2), 個人のネットワークは ｢仕事社内｣









顧客, 取引先, 社会への貢献に関する 4項目を
用いる｡ また ｢個人の社外貢献姿勢｣ について









考えられる ｢営業・販売｣ と ｢研究・開発・技
術｣ を分析対象とする｡ 企業の社外貢献姿勢は
上位 1/3 (706 人) と下位 1/3 (653 人) を抽
出して比較し, 個人の社外貢献姿勢も同様に上
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因子 1 因子 2 因子 3 因子 4
仕事社内① 0.115 0.083 0.716 0.110
仕事社内② 0.178 0.181 0.680 0.094
仕事社内③ 0.108 0.094 0.788 0.112
仕事社外① 0.828 0.201 0.204 0.055
仕事社外② 0.904 0.176 0.141 0.050
仕事社外③ 0.738 0.300 0.130 0.058
友人知人① 0.213 0.885 0.150 0.148
友人知人② 0.270 0.682 0.152 0.109
友人知人③ 0.189 0.843 0.117 0.141
家族① 0.042 0.121 0.085 0.859
家族② -0.006 0.056 0.093 0.830
家族③ 0.077 0.116 0.103 0.479
寄与率 18.89 18.33 14.66 14.60
表 3 個人のネットワークの因子分析の結果
※ 手法は最尤法, バリマックス回転
※ 値は因子行列, 斜体は値が 0.4 以上のものを示す
回帰係数 標準誤差 標準回帰係数
仕事社内 0.076 ** 0.021 0.086
仕事社外 0.123 ** 0.019 0.163
友人知人 0.011 0.021 0.014
家族 0.098 ** 0.020 0.112
調整済みR2 0.068
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性 別
男性 (n＝1789) 女性 (n＝211) 回帰係数の差の検定
回帰係数 標準誤差 標準回帰係数 回帰係数 標準誤差 標準回帰係数 z値
仕事社内 0.091 ** 0.022 0.103 -0.057 0.062 -0.069 2.261 *
仕事社外 0.122 ** 0.021 0.158 0.175 ** 0.051 0.257 0.960
友人知人 -0.001 0.023 -0.001 0.092 0.061 0.112 1.424
家族 0.103 ** 0.022 0.114 0.048 0.055 0.061 0.911
調整済みR2 0.067 0.079
F 値 33.291 ** 5.515 **
部 署
営業・販売 (n＝404) 研究・開発・技術 (n＝847) 回帰係数の差の検定
回帰係数 標準誤差 標準回帰係数 回帰係数 標準誤差 標準回帰係数 z値
仕事社内 0.056 0.046 0.063 0.076 * 0.033 0.085 0.351
仕事社外 0.202 ** 0.044 0.252 0.097 ** 0.029 0.128 1.980 *
友人知人 -0.042 0.048 -0.049 0.011 0.033 0.013 0.905
家族 0.110 ** 0.042 0.131 0.082 ** 0.032 0.092 0.531
調整済みR2 0.086 0.045
F 値 10.498 ** 11.057 **
企 業 社 外 貢 献
高 (n＝706) 低 (n＝653) 回帰係数の差の検定
回帰係数 標準誤差 標準回帰係数 回帰係数 標準誤差 標準回帰係数 z値
仕事社内 0.074 * 0.037 0.082 -0.022 0.039 -0.023 1.795
仕事社外 0.097 ** 0.030 0.140 0.153 ** 0.036 0.186 1.204
友人知人 0.003 0.032 0.004 -0.050 0.039 -0.058 1.060
家族 0.115 ** 0.031 0.139 0.091 * 0.038 0.096 0.499
調整済みR2 0.063 0.030
F 値 12.829 ** 5.975 **
個 人 社 外 貢 献
高 (n＝731) 低 (n＝768) 回帰係数の差の検定
回帰係数 標準誤差 標準回帰係数 回帰係数 標準誤差 標準回帰係数 z値
仕事社内 0.029 0.029 0.038 0.114 ** 0.037 0.119 1.818
仕事社外 0.069 * 0.027 0.107 0.118 ** 0.034 0.142 1.134
友人知人 0.032 0.029 0.046 -0.016 0.036 -0.018 1.016
家族 0.124 ** 0.029 0.163 0.059 0.034 0.065 1.460
調整済みR2 0.058 0.046
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